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まえがき 

この規格は，産業標準化法第 14 条第 1 項の規定に基づき，認定産業標準作成機関である一般財団法人

日本規格協会（JSA）から，産業標準の案を添えて日本産業規格を制定すべきとの申出があり，経済産業

大臣が制定した日本産業規格である。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 
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日本産業規格（案）       JIS 
 Z 9062：0000 
 (ISO 16337：2021) 

新技術及び新製品開発プロセスのための統計的方法

の応用－ロバスト許容差設計(RTD) 
Application of statistical and related methods to new technology and product 

development process — Robust tolerance design (RTD) 
序文 

この規格は，2021 年に第 1 版として発行された ISO 16337 を基に，技術的内容及び構成を変更すること

なく作成した日本産業規格である。 

なお，この規格で点線の下線を施してある参考事項は，対応国際規格にはない事項である。 

製品の設計者は，一般に，製品製造時に使用される製品仕様を定め，製造部門に伝えている。製品仕様

には，製品の部品及び／又は構成要素の，設計で定めた公称値及び許容差が含まれる。設計パラメータの

最適な公称値はロバストパラメータ設計(RPD)によって決定され，最適許容差はロバスト許容差設計(RTD)
によって決定される。 

JIS Z 9061 に定めるとおり，RPD は，RTD に先立って適用する。RPD では，主要なノイズは，製品出力

のばらつきを表わす SN 比（信号対ノイズ比）で測られるロバストネスを評価するために使用される。SN
比は，制御因子の水準間のロバストネスを比較するための尺度である。RPD は，出力のばらつきを最小化

する，すなわちロバストネスを最大化する RPD 最適条件として，設計パラメータの値の組合せを特定す

る。 

この規格で定める RTD は，RPD 最適条件，すなわち設計パラメータの最適な公称値の組合せの下での

ばらつきから，製品の部品又は構成要素の設計パラメータの値の誤差の程度を選択する方法である。製造

された製品に設計で定めた公称値からの誤差がある場合，製品出力は設計値からずれてしまう。製品出力

を設計で定めたばらつきの範囲内に収めるには，設計パラメータの誤差を，設計で定めた誤差の限界値よ

り小さくすることが望ましい。設計パラメータに許容差が必要なのは，このためである。 

製品設計は，RTD を用いて設計パラメータの誤差の最適な限界値を設定することで完了させることが可

能である。誤差をもった部品又は構成要素を使用して製造された製品の出力の期待される分散は，RTD に

よって推定可能である。RPD によって設計パラメータの最適値の組合せを特定した後，RTD によって推定

される分散が，RPD 最適条件の下で目標とする分散よりも小さくなるかどうかを確認する。 

RPD は，製造コストを増加させることなく，設計パラメータの最適な公称値を設定するために適用され

るが，RTD は製造コストと密接に関連する。許容差が小さいグレードの高い部品又は構成要素ではコスト

が高くなり，許容差が大きいグレードの低い部品又は構成要素ではコストが低くなる。製品設計を終わら

せるためには，製品の製造コストが考慮される。タグチメソッド（品質工学）の損失関数は，品質の改善

の利益を製造コストと同じ金額に換算するために使用する。 

許容差を決定する段階では，改善のコストと品質の改善の利益とのバランスをとることが望ましい。RPD
と RTD とを一緒に用いることは，コスト的にも有効な製品設計を最適化する方法である。 
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RPD が目標とするばらつきよりも小さい製品のばらつきを達成できない場合，ばらつきを改善するため

に設計パラメータの許容差を小さくしなければならない。しかし，許容差を小さくすれば製造コストは高

くなる。 

一方，RPD が目標とするばらつきよりもはるかに小さい製品のばらつきを達成できている場合，製造コ

ストを低減するために設計パラメータの許容差を大きくでき，許容差を大きくできれば製造コストは低く

なる。このように，大きな許容差は低いコストの結果を生じる。 

設計パラメータの最適な公称値及び許容差で製造された製品は，出荷後の使用条件下でのノイズ状況に

対してロバストである。ロバストな製品は，欠陥，故障及び品質問題による使用者の品質損失を最小限に

抑える。 

1 適用範囲 

この規格は，製品の設計を最終的に決定するために，タグチメソッドが提供するロバスト許容差設計

(RTD)を製品に適用するための指針を示す。 

注記 1 RTD は，設計パラメータの公称値の前後に最適許容差を決定するために，対象製品に適用される。

RTD は，制御可能な設計パラメータの誤差が製品出力に及ぼす影響を特定し，許容差を変更する

場合の製品出力の総分散を推定する。したがって，RTD は，ロバストネス，性能及びコストの観

点から出力の目標とする分散を達成する。 

注記 2 許容差は，製造プロセスにおける設計パラメータの値の最大許容誤差を示す。全ての製品の部品

又は構成要素が，設計で定めた設計パラメータの公称値をもっていれば理想的である。しかし，

実際の製造は，全ての製品に対して，設計で定めた設計パラメータの公称値を正確には再現でき

ない。実際の製品は，部品又は構成要素の値に誤差をもつ。これらの誤差は設計で定めた許容差

の範囲内であると想定されている。 

注記 3 この規格の対応国際規格及びその対応の程度を表す記号を，次に示す。 
ISO 16337:2021，Application of statistical and related methods to new technology and product development 

process — Robust tolerance design (RTD)（IDT） 

なお，対応の程度を表す記号“IDT”は，ISO/IEC Guide 21-1 に基づき，“一致している”こと

を示す。 

2 引用規格 

次に掲げる引用規格は，この規格に引用されることによって，その一部又は全部がこの規格の要求事項

を構成している。これらの引用規格は，その最新版（追補を含む。）を適用する。 

JIS Z 9061:2016 新技術及び新製品開発プロセスのための統計的方法の応用－ロバストパラメータ設

計(RPD） 
注記 対応国際規格における引用規格：ISO 16336，Applications of statistical and related methods to new 

technology and product development process -- Robust parameter design (RPD)（IDT） 

3 用語及び定義 

この規格で用いる主な用語及び定義は，次によるほか，JIS Z 9061 による。 
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3.1  
許容差（tolerance） 

上側規格限界と下側規格限界との差 

3.2  
ロバスト許容差設計，RTD（robust tolerance design） 

ロバストネス，性能，及びコストの観点から最適許容差を設定する設計方法 

4 ロバスト許容差設計 

4.1 一般 

通常，企業の製品設計部門は，製品の仕様，すなわち設計パラメータの公称値及び許容差を，製造部門

に与える。製造部門は，設計で定めた仕様を製品の製造に適用する。仕様が設計パラメータの限界値を𝑚 ±
Δであると規定する場合，製造プロセスにおける設計パラメータの値 x は次の制約を満たすことが望まし

い。 𝑚 − Δ  ≤  𝑥  ≤  𝑚 + Δ  ······················································ (1) 

ここで，m 及び Δ は，それぞれ公称値及びその許容限界値を示す。この規格では，許容限界値が対称(±Δ)
の場合だけを扱う。この対称の場合，許容差は 2Δ であり，許容限界値 Δ は許容差の半分である。 

設計パラメータの誤差の絶対値が指定された許容限界値 Δ より大きい場合，製品出力のばらつきは設計

性能及び仕様を満たすことは不可能である。 

RTD は，設計部門によって，設計性能を達成するために，各設計パラメータに対して最適許容差の設定

に適用される。ここで，設計性能は製品の出力の総分散に基づいて評価される。設計パラメータの許容限

界値は，製造プロセスにおける公称値の前後に最大限許される誤差であり，製造コストと密接な関係があ

る。 

設計パラメータの最適な公称値は，ロバストネスの測度，すなわち SN 比を用いて，ロバストパラメー

タ設計(RPD)によって特定することが可能である[1]。RTD に先立って RPD によって公称値を最適値とし

て設定して，ロバストな製品を選定することが強く推奨される。RPD は，製品出力のばらつきの観点から

設計パラメータの公称値の最適な組合せを選定することによって，コストを増加させることなく，対象製

品を最適化することが可能である[2]。 

RPD が目標とするばらつきを達成できない場合，RTD は，コストが高くなっても，目標とするばらつき

を達成可能な許容差を特定するために適用される。小さい許容差は小さいばらつきを実現するが，そのた

めには製品の部品又は構成要素のグレードを上げる必要があり，製造コストが高くなる。RTD は，製品の

品質と改善のコストとのバランスを調査するために適用される。 

RPD が目標とする分散を達成した場合でも，RTD は，場合によっては，RPD で想定された許容差より

も大きな許容差を特定するのに適用される。大きな許容差は大きなばらつきを意味するが，増加したばら

つきが目標とするばらつきの範囲内に収まるのであれば，大きな許容差を採用することができ，結果とし

て設計された製品の製造コストの低減につながる。 

RTD の目的は，ロバストネス，性能及びコストの観点から最適許容差を設定することによって目標とす

るばらつきを達成することである。そのために，RTD は，設計パラメータの許容差を変更する場合の設計
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された製品の出力の総分散を推定する。総分散は，分散分析（ANOVA）の結果に基づき推定可能である。 

設計パラメータ F の値 x が，図 1 a)に示すように，製品の出力 y に線形効果をもつと仮定する。F にお

ける x の現在の許容限界値 ΔP が ΔP=Δ ならば，F の誤差分布は出力 y に βΔ の大きさの影響を与える。F の

許容限界値 Δ を新たな許容限界値 ΔN =λΔ [λ<1 図 1 a)]に減らした場合，F を変化させた出力への影響は

λβΔ に小さくなる。F の許容限界値 Δ の減少による y の分散は，現在の分散 V FP から新しい分散 V FN  = λ2 
V FP へと小さくなる。その結果，出力の総分散は V TP から V TN に減少する[図 1 b)]。 

 

a) Fにおけるxに対する線形依存性 b) 総分散の変化 

図 1－設計パラメータ F の Δ を変更した場合の総分散への影響 
新しい総分散V TNは，次のように推定可能である。 𝑉TN = 𝑉FN + 𝑉 = 𝜆ଶ𝑉FP + 𝑉   ······················································ (2) 

ここで，𝜆 = Δಿ
Δುとする。 

設計パラメータの許容差を縮小する，すなわち λ<1 とする場合，設計パラメータの誤差は小さくなり，

出力の総分散は小さくなる。許容差が小さいことは，アップグレードされた部品又は構成要素の使用を意

味し，そのため，新しい設計の製造コストは，現在の設計の製造コストよりも高くなり得る。 

設計パラメータの許容差を拡大する，すなわち λ>1 とする場合，設計パラメータの誤差は大きくなり，

出力の総分散は大きくなる。許容差が大きいことは，ダウングレードされた部品又は構成要素の使用を意

味し，そのため，新しい設計の製造コストは，現在の設計の製造コストよりも低くなり得る。 

RTD は，次の二つのステップからなる。 

a) RTD 実験：設計された製品のデータを収集し，そのデータを分散分析して，製品出力の設計パラメー

タへの依存性を求める。 

b) 許容差の決定：許容差を変更する場合の総分散を推定し，品質上の影響と変更のコストとを比較して

最適許容差を特定する。 

RTD 実験は，製品の設計パラメータに誤差がある設計された製品の出力データを収集し，その出力の総

分散及びその設計パラメータへの依存性を推定する。実験計画法は，設計パラメータの誤差の組合せの下

で，データを収集するために利用される。分散分析の結果は，設計パラメータの誤差が製品の出力に与え

る影響を示している。製品の出力は，ロバストネス及び性能の観点から目標とする分散をもつ。 

RTD 実験では，設計パラメータはノイズ因子として扱われる。ノイズ因子は，それによるばらつきの大

きさを推定する目的で実験に取り入れられる実験因子である。設計パラメータの誤差の線形効果の分散を
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推定する。 

一方，RPD では，設計パラメータは制御因子として扱われる。制御因子は，因子の最適水準を選択する

目的として実験に取り入れられる実験因子である。設計者は，設計パラメータの公称値を RPD によって決

定した最適値に固定することが可能である。しかし，実際の製造においては，製品の部品又は構成要素に

は必ず誤差が存在するため，設計者は設計パラメータの誤差を特定することは不可能である。設計者は，

誤差の限界値として許容限界値 Δ だけが設定可能である。 

設計パラメータの誤差は，製品の出力にばらつきを生じさせる。設計パラメータの誤差が製品の出力に

線形効果を与える場合，設計パラメータの許容差を再設定することによって出力の分散を変化させること

が可能である。RTD 実験は，設計パラメータの誤差が製品出力に与える影響の寄与を決定するために用い

られる。 

RTD の許容差決定ステップでは，許容差の再設定による出力の分散の変化が推定され，設計者は目標と

する出力の分散を達成するための最適許容差を選択する。最適許容差は，許容差の変更による品質への影

響と許容差の変更のコストとのバランスをとることで決定することが可能である[3]。 

4.2 RTD 実験 

4.2.1 データ生成 

RTD 実験は，設計された製品における設計パラメータの線形効果を明らかにするために適用される。製

品の出力と設計パラメータの誤差との関係が調査される。出力データは，次の三つの方法で生成可能であ

る。 

a) 理論式による方法 

b) 実際の製品を用いた実験による方法 

c) シミュレーション実験による方法 

製品の出力と設計パラメータの値との理論的関係が既知の場合，設計パラメータの値の様々な組合せに

対して出力を直接的に計算可能である。箇条 5 のケーススタディ(1)に示すように，RTD は，実験因子の水

準の様々な組合せで出力データを生成するための実験計画として，多因子実験計画を提供する。分散分析

は，製品出力の因子への依存性を分析するために用いられる。 

この場合には数学的分析も適用可能である。数学的分析は，例えば，モーメント母関数のテイラー展開

を用いて入力分散をシステムに伝搬させるなど，そのシステムの分散を推定する方法から成り立っている

[4]。 

実際の製品が構築できる場合，それを実験に使用し，実際の実験を通じてデータ出力を収集可能である。

しかし，多くの場合，実際の製品において設計パラメータの誤差を意図する大きさに設定することは難し

い。なぜならば，ノイズの大きさは設計パラメータの誤差分布の範囲内で制御することは不可能だからで

ある。そのような場合には，シミュレーション実験を用いることがある。シミュレーション実験が RTD で

よく使われる理由はこのためである。箇条 6 のケーススタディ(2)に示すように，シミュレーションプログ

ラムは製品の出力データを与えることが可能である。 

4.2.2 データ収集のための実験計画 

RTD 実験は，設計パラメータの誤差の組合せの下で，設計された製品の出力データを収集するのに用い

られる。多くの設計パラメータがあり，多因子実験計画法はその様々な組合せを生成するために用いられ
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る。RTD 実験の目的は，実験に取り上げた因子の主効果を明らかにすることである。直交表計画は，多因

子実験計画としてデータを収集するために推奨される。これは，RTD 実験においてデータを収集する効率

的な方法である。 

直交表計画は，因子数が同じである多元配置要因計画に比較して，実験処理回数を減らすことができ，

同数の実験処理回数に対して最も多くの因子を割り付けることが可能である。各因子の主効果は，他の因

子の水準の均衡のとれた組合せの条件の下で推定可能である。直交表の選択は因子及びその水準の数に依

存する[3]。 

直交表の例(L18)を表 1 に示す。3 水準をもつ七つの実験因子(B-H)及び 2 水準をもつ一つの実験因子(A)
を直交配列の列に割り付けることが可能である。行は実験処理を表している。各セルの数字は，その列に

割り付けられた因子の水準を表す。No.1 の実験処理は，因子の水準の組み合わせ A1B1C1D1E1F1G1H1 の

下で行うことが望ましい。 

RTD の場合，設計パラメータはノイズ因子として列に割り付けられる。因子の線形効果及び非線形効果

を推定する目的では，各因子には少なくとも三つの水準が必要である。しかし，ある因子の比例特性が明

らかな場合は，2 水準の設定で十分である。2 水準をもつ因子は，第 1 列に割り付けられる。表 1 の最後の

列は，同じ行の各セルに示された因子の水準の組合せに対して計算された出力のデータ yi を示している。 

表 1－直交表 L 18 及び出力の例 

列 

No. 

1 2 3 4 5 6 7 8 データ 

出力の値 
A B C D E F G H 

1 1 1 1 1 1 1 1 1 y1 

2 1 1 2 2 2 2 2 2 y2 

3 1 1 3 3 3 3 3 3 y3 

4 1 2 1 1 2 2 3 3 y4 

5 1 2 2 2 3 3 1 1 y5 

6 1 2 3 3 1 1 2 2 y6 

7 1 3 1 2 1 3 2 3 y7 

8 1 3 2 3 2 1 3 1 y8 

9 1 3 3 1 3 2 1 2 y9 

10 2 1 1 3 3 2 2 1 y10 

11 2 1 2 1 1 3 3 2 y11 

12 2 1 3 2 2 1 1 3 y12 

13 2 2 1 2 3 1 3 2 y13 

14 2 2 2 3 1 2 1 3 y14 

15 2 2 3 1 2 3 2 1 y15 

16 2 3 1 3 2 3 1 2 y16 

17 2 3 2 1 3 1 2 3 y17 

18 2 3 3 2 1 2 3 1 y18 
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表 2 は，RPD のための因子の水準設定の例を示す。上限及び下限の許容限界値は，単純化のために同じ

と仮定されている。因子の水準は，公称値 m の前後に水準幅 d で設定する。公称値 m は，ロバストネスの

観点から RPD で得られた最適値に設定する。水準幅 d は，設計パラメータの実際の標準偏差が既知であれ

ば，それに基づいて設定する。 

表 2－RTD のための因子の水準設定の例 

因子 1 2 3 

A m A - d A m A + d A — 

B m B - d B m B m B + d B 

C m C - d C m C m C + d C 

D m D - d D m D m D + d D 

E m E - d E m E m E + d E 

F m F - d F m F m F + d F 

G m G - d G m G m G + d G 

H m H - d H m H m H + d H 

設計パラメータの誤差の実際の標準偏差 σx が正確に分からない場合は，𝜎௫ = Δଶ又は𝜎௫ = Δଷが適用可能で

ある。 

設計パラメータにおける誤差の標準偏差 σx が既知の場合は，因子の水準幅 d 及び水準は次のように設定

される。 

2 水準をもつ因子の場合：𝑑 = 𝜎௫ 

X1：第 1 水準 𝑥ଵ = 𝑚 − 𝜎௫  ······················································ (3) 

X2：第 2 水準 𝑥ଶ = 𝑚 + 𝜎௫  ······················································ (4) 

3 水準をもつ因子の場合：𝑑 = ටଷଶ 𝜎௫ 

X1：第 1 水準 𝑥ଵ = 𝑚 − 𝑑 = 𝑚 − ඨ32 𝜎௫  ······················································ (5) 

X2：第 2 水準 𝑥ଶ = 𝑚  ······················································ (6) 

X3：第 3 水準 
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𝑥ଷ = 𝑚 + 𝑑 = 𝑚 + ඨ32 𝜎௫  ······················································ (7) 

このように因子の水準を設定すると，因子の誤差の線形効果によって生じる出力 y の推定分散𝜎௬ℓ
ଶ は，𝛽ଶ𝜎௫ଶ

となる。ここで，β は，出力 y と入力 x との間の関係𝑦 = 𝛽𝑥の線形係数を表す。 

線形係数 β 及び線形効果の変動𝑆ఉは，次のように計算される。ただし，𝑦௜௝(𝑖 = 1, ⋯ , 𝑛,  𝑗 = 1, ⋯ , 𝑟)は，n
水準の因子の i 番目の水準𝑥௜における，r 回の繰返し実験処理の第 j 回目の実施からの出力データを表す。 

  



 









1 1

2
1

( )( )

( )

n r

i ij
i j

n

i
i

x x y y

r x x

  ········ (8) 

  





 
  
     








2

1 1 2 2
12

1

( )( )
( )

( )

n r

i ij n
i j

in
i

i
i

x x y y

S r x x

r x x

  ········ (9) 

水準が𝑥ଵ = 𝑥̄ − 𝑑及び𝑥ଶ = 𝑥̄ + 𝑑である 2 水準をもつ因子 A の場合，線形効果の変動𝑆ఉは，𝑆ఉ = 𝑟 ⋅ 2𝑑ଶ𝛽ଶ
である。因子 A の線形効果が有意の場合，𝑆ఉは近似的に2𝑟𝜎௬ℓ

ଶ を示す。ここで，2r は総データ数を，また，𝜎௬ℓ
ଶ は，個々のデータの分散を表す。水準幅 d を𝜎௫に設定した場合，𝑆ఉ = 2𝑟𝑑ଶ𝛽ଶ = 2𝑟𝜎௫ଶ𝛽ଶ ≅ 2𝑟𝜎௬ℓ

ଶ となる。

したがって，この因子の誤差の線形効果で生じる出力 y の分散𝜎௬ℓ
ଶ は，𝜎௬ℓ

ଶ = 𝛽ଶ𝜎௫ଶとなる。 

水準が𝑥ଵ = 𝑥̄ − 𝑑, 𝑥ଶ = 𝑥̄, 𝑥ଷ = 𝑥̄ + 𝑑である 3 水準をもつ因子 B の場合，線形効果の変動𝑆ఉは，𝑆ఉ = 𝑟 ⋅2𝑑ଶ𝛽ଶである。因子の線形効果が有意の場合，𝑆ఉは近似的に3𝑟𝜎௬ℓ
ଶ を示す。ここで，3r は総データ数を表す。

水準幅 d をටଷଶ 𝜎௫に設定した場合，𝑆ఉ = 2𝑟𝑑ଶ𝛽ଶ = 2𝑟 ⋅ ଷଶ 𝜎௫ଶ ⋅ 𝛽ଶ = 3𝑟𝜎௫ଶ𝛽ଶ ≅ 3𝑟𝜎௬ℓ
ଶ となる。したがって，この

ノイズ因子の誤差の線形効果で生じる出力 y の分散𝜎௬ℓ
ଶ は，𝜎௬ℓ

ଶ = 𝛽ଶ𝜎௫ଶとなる。 

4.2.3 分散分析 

分散分析は，因子の線形効果及び総分散に対するそれらの寄与率の特定に利用される。 

直交表 L18 の分散分析の計算は次のようにする。 

全変動： 



 

   


 

18
2

18 18
12 2T

1 1

( )
( ) 18

i
i

i i
i i

y

S y y y  
 ········· (10) 

全変動は，次のように，各因子の線形効果の変動と誤差の変動 Se とに分解される。 𝑆୘ = 𝑆୅ + 𝑆୆௟ + 𝑆େ௟ + 𝑆ୈ௟ + 𝑆୉௟ + 𝑆୊௟ + 𝑆ୋ௟ + 𝑆ୌ௟ + 𝑆ୣ  ········· (11) 

因子の効果の計算のために，次のように，各因子の水準ごとのデータの和は計算される。 
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𝑌A1 = 𝑦ଵ + 𝑦ଶ + 𝑦ଷ + 𝑦ସ + 𝑦ହ + 𝑦଺ + 𝑦଻ + 𝑦଼ + 𝑦ଽ 𝑌A2 = 𝑦ଵ଴ + 𝑦ଵଵ + 𝑦ଵଶ + 𝑦ଵଷ + 𝑦ଵସ + 𝑦ଵହ + 𝑦ଵ଺ + 𝑦ଵ଻ + 𝑦ଵ଼ 𝑌B1 = 𝑦ଵ + 𝑦ଶ + 𝑦ଷ + 𝑦ଵ଴ + 𝑦ଵଵ + 𝑦ଵଶ 𝑌B2 = 𝑦ସ + 𝑦ହ + 𝑦଺ + 𝑦ଵଷ + 𝑦ଵସ + 𝑦ଵହ 𝑌B3 = 𝑦଻ + 𝑦଼ + 𝑦ଽ + 𝑦ଵ଺ + 𝑦ଵ଻ + 𝑦ଵ଼ ⋯ 𝑌H3 = 𝑦ଷ + 𝑦ସ + 𝑦଻ + 𝑦ଵଶ + 𝑦ଵସ + 𝑦ଵ଻ 

 ········· (12) 

表 3 は，計算されたデータの和をまとめたものである。 

表 3－各因子の水準ごとのデータの和 

因子 
データの和 

水準1 水準2 水準3 

A YA1 YA2 - 

B YB1 YB2 YB3 

C YC1 YC2 YC3 

D YD1 YD2 YD3 

E YE1 YE2 YE3 

F YF1 YF2 YF3 

G YG1 YG2 YG3 

H YH1 YH2 YH3 

2 水準をもつ因子(A)の場合： 

因子 A の主効果： 𝑆୅ = 𝑌୅ଵଶ + 𝑌୅ଶଶ9 − (𝑌୅ଵ + 𝑌୅ଶ)ଶ18 = (𝑌୅ଵ − 𝑌୅ଶ)ଶ18   ············· (13) 

3 水準をもつ因子(例えば，B)の場合： 

それぞれの 3 水準をもつ因子の効果は，二つの部分，すなわち線形項と 2 次項とに分離される。 

因子 B の効果： 𝑆୆ = 𝑌୆ଵଶ + 𝑌୆ଶଶ + 𝑌୆ଷଶ6 − (𝑌୆ଵ + 𝑌୆ଶ + 𝑌୆ଷ)ଶ18   ············· (14) 

線形項𝑆୆௟及び 2 次項𝑆୆௤： 𝑆୆௟ = [(−1) × 𝑌୆ଵ + 0 × 𝑌B2 + 1 × 𝑌୆ଷ]ଶ6 × [(−1)ଶ + 0ଶ + 1ଶ]= [(−1) × 𝑌୆ଵ + 0 × 𝑌B2 + 1 × 𝑌୆ଷ]ଶ6 × 2  

𝑆୆௤ = [1 × 𝑌୆ଵ + (−2) × 𝑌B2 + 1 × 𝑌୆ଷ]ଶ6 × [1ଶ + (−2)ଶ + 1ଶ]= [1 × 𝑌୆ଵ + (−2) × 𝑌B2 + 1 × 𝑌୆ଷ]ଶ6 × 6  

 ············· (15) 

次の関係式は，検算する際に便利である。 
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𝑆୆ = 𝑆୆௟ + 𝑆୆௤  ············· (16) 

因子の効果は，他の全ての 3 水準をもつ因子 C～H についても，同様に計算される。 

分散分析の計算結果を表 4 に示す。 

表 4－分散分析の計算結果 

要因 f SS V 

A 1 SA VA 

Bl 1 SBl VBl 

Bq 1 SBq VBq 

Cl 1 SCl VCl 

Cq 1 SCq VCq 

Dl 1 SDl VDl 

Dq 1 SDq VDq 

El 1 SEl VEl 

Eq 1 SEq VEq 

Fl 1 SFl VFl 

Fq 1 SFq VFq 

Gl 1 SGl VGl 

Gq 1 SGq VGq 

Hl 1 SHl VHl 

Hq 1 SHq VHq 

e 2 Se Ve 

T 17 ST   

因子の線形項が誤差項より小さい場合，それは誤差効果にプールされる。    

因子の 2 次項が線形項に比べて小さく，誤差項と同程度の場合，それは誤差効果にプールされる。 

因子の 2 次項が線形項に比べて大きい場合は，それは線形効果より大きな高次の効果をもつ可能性があ

るので，誤差効果にプールされない。この因子の許容差は，更なる検討をすることなしの変更は不可能で

ある。 

全ての因子の線形項が誤差項よりも大きく，全ての 2 次項が誤差効果にプールされた場合，プール後の

誤差変動 Se は次のように推定される。 
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𝑆ୣ = 𝑆୘ − (𝑆୅ + 𝑆୆௟ + 𝑆େ௟ + 𝑆ୈ௟ + 𝑆୉௟ + 𝑆୊௟ + 𝑆ୋ௟ + 𝑆ୌ௟)  ············· (17) 

表 5－プール後の分散分析表：因子の線形効果及びその寄与率 

要因 f SS V S' ρ 

A 1 SAl VAl S’Al ρAl 

Bl 1 SBl VBl S’Bl ρBl 

Cl 1 SCl VCl S’Cl ρCl 

Dl 1 SDl VDl S’Dl ρDl 

El 1 SEl VEl S’El ρEl 

Fl 1 SFl VFl S’Fl ρFl 

Gl 1 SGl VGl S’Gl ρGl 

Hl 1 SHl VHl S’Hl ρHl 

e 9 Se Ve S’e ρe 

T 17 ST VT   ρT 

プール後の分散分析表を表 5 に示す。ここでは，全ての因子の線形効果，それらの純変動，及び寄与率

を示す。寄与率 ρ は，因子の効果の純変動 S 'の全変動 ST に対する割合として，次のように定義される。 𝜌 = 𝑆′𝑆୘ × 100 (%)  ··················· (18) 

製品が設計パラメータ B をもち，出力の全変動 ST である場合を考える。自由度𝑓୆ℓ = 1をもつ B の線形

項の純変動𝑆୆ℓ
′ 及び誤差の純変動𝑆ୣ′ は，次のように推定可能である。 

線形項の純変動：𝑆୆௟′  𝑆୆௟′ = 𝑆୆௟ − 𝑓୆௟ × 𝑉 = 𝑆୆௟ − 𝑉  𝑆୆௟ > 𝑉 の場合 𝑆୆௟′ = 0            𝑆୆௟ ≤ 𝑉 の場合  ··················· (19) 

 𝑆୆௟ ≤ 𝑉 の場合，線形項𝑆୆௟は誤差項 Se にプールされる。因子の線形項が誤差項にプールされた場合，誤

差項の自由度 f e が変化する。因子の全ての線形項をチェックした後に誤差分散が再計算される。表 5 は，

全ての因子の線形項がプールされていないケースを示している。 

因子 B の線形項𝑆୆௟の寄与率𝜌୆௟：  𝜌୆௟ = 𝑆୆௟𝑆் × 100 (%)  ··················· (20) 

注記 対応国際規格の式(20)の説明及び式(20)には誤りがある。 

変動𝑆୆௟の誤差部分𝑓୆௟ × 𝑉 は，誤差の純変動𝑆ୣ′ にプールされる。 

誤差の純変動：𝑆ୣ′  𝑆ୣ′ = 𝑆ୣ + 𝑓୆௟ × 𝑉 = (𝑓 + 𝑓୆௟) × 𝑉   ··················· (21) 
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このような計算が他の因子 C～H に対しても行われた場合，𝑆ୣ′ は，最終的に次のように計算される。 𝑆ୣ′ = 𝑆ୣ + ൭ ෍ 𝑓௜௟௜ୀ஺,⋯,ு ൱ × 𝑉 = 𝑓୘ × 𝑉 = 17 × 𝑉   ··················· (22) 

これらの計算では，次の式が使用されている。 𝐸[𝑉୆௟] = 𝜎 ଶୣ + 2𝑟𝑑ଶ𝛽௟ଶ = 𝑉 + 𝑉୆௟′  ൫2 水準因子の場合൯ 𝐸[𝑉୆௟] = 𝜎 ଶୣ + 6𝑟𝑑ଶ𝛽௟ଶ = 𝑉 + 𝑉୆௟′  ൫3 水準因子の場合൯ 𝐸[𝑆୆௟] = 𝑓୆௟൫𝑉 + 𝑉୆௟′ ൯ = 𝑓୆௟𝑉 + 𝑆୆௟′  𝐸[𝑆ୣ′ ] = 𝑓୘ × 𝜎 ଶୣ = 𝑓୘ × 𝑉  ෍ 𝜌௜௜ = 100 (%) ෍ 𝑆௜′௜ = 𝑆୘ 

 ····· (23) 

ここで，因子 B の線形項は水準幅 d から推定され，また，添字 i による加算は全ての項の加算を表す。 

まとめると，因子 B の線形項の寄与率は，次のように推定される。 𝜌୆௟ = 𝑆୆௟′𝑆୘ × 100 = 𝑆୆௟ − 𝑉𝑆୘ × 100 (%)  ··················· (24) 

他の因子の線形項の寄与率も同様に推定される。 

 

また，最終的な誤差項の寄与率は，次のように推定される。 𝜌ୣ = 𝑆ୣ′𝑆୘ × 100 = 𝑓୘ × 𝑉𝑆୘ × 100 (%)  ··················· (25) 

これらの推定の結果は，表 5 のプール後の分散分析表に示されており，この結果は RTD の次のステッ

プで使用される。 

4.3 許容差の決定 

4.3.1 許容差を変更する場合の総分散の推定 

設計パラメータの許容差を変更する場合，表 5 のプール後の分散分析表を用いて，製品出力の新しい総

分散を推定可能である。 

設計パラメータが出力に大きな線形効果をもつ場合は，設計パラメータの許容限界値を変更して，総分

散を目標とする分散以下にすることが可能である。因子の線形効果の寄与率が大きい場合，その許容差の

変更が出力へ与える影響が大きく，出力の新しい総分散は大きく変化する。このように，寄与率の大きい

因子は，総分散を調整することに利用可能である。 

設計パラメータが出力に対して大きな線形効果をもたない場合，その許容限界値を大きくすることが可

能である。これを行うと，許容差が大きくなり，その部品又は構成要素のコストは低くなる。推定した新

しい総分散が目標とする分散を超えない場合，一つ以上の因子の許容差を拡大することが可能である。こ

のように，寄与率の小さい因子は，コストを調整することに利用可能である。許容差に関する最終的な決

定は，次のステップで行われる。 

総分散の推定が信頼できない例として，例えば，許容差が非常に大きく拡大された場合，因子が大きな
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高次効果をもつ場合などがあり得る。このような場合には，確認実験を行うことを推奨する。因子 B の許

容差が λ 倍(λ>1)に拡大される場合，B の線形効果は λ2 倍に拡大されるが，B の高次効果は更に大きく拡大

される可能性がある。例えば，B の二次的効果は λ4 倍で増加する。確認実験は，RTD 実験を行うことによ

って可能である。ただし，許容差低減(λ<1)の場合には，B の高次効果も低減するので，誤差分散はあまり

変化しない。 

設計パラメータ B の現在の許容限界値 ΔP を，ΔN = λΔP として新しい許容限界値 ΔN に変更した場合，新

しい総分散 V TN は，現在の総分散 V TP から次のように推定可能である。 𝑉TN = ൬Δ୒
Δ୔ ൰ଶ 𝑉୆ℓ + 𝑉 = 𝜆ଶ𝑉୆௟ + 𝑉 = 𝜆ଶ𝜌஻௟ + 𝜌௘100 𝑉TP= ቂ1 + (𝜆ଶ − 1) 𝜌஻௟100ቃ × 𝑉TP 

 ······· (26) 

ここで，𝜆 = Δಿ
Δು = ௗಿௗುを仮定する。 

三つの因子(例えば，D，E 及び F)を用いて総分散を調整するために，それらの許容限界値をそれぞれλ

D ΔD,， λE ΔE，λF ΔF に変えた場合，新しい総分散 V TN は次のように推定される。 𝑉TN = ቂ1 + (𝜆ୈଶ − 1) 𝜌஽௟100 + (𝜆୉ଶ − 1) 𝜌ா௟100 + (𝜆୊ଶ − 1) 𝜌ி௟100ቃ × 𝑉TP  ······· (27) 

ここで，因子の効果の独立性が仮定される。因子間の相関が高い場合には，新しい総分散を推定するた

めのより詳細な研究が必要である。 

4.3.2 許容差の決定 

RTD の最終ステップでは，品質の改善は改善コストと比較される。 

品質の改善を推定するために，品質の改善の利益は貨幣尺度に換算される。田口の損失関数は，品質の

改善の推定に適用される。田口の損失関数は，製品の設計された品質レベルを貨幣尺度で表現する。田口

の損失関数は，総分散 V T をそれと同等の金銭的損失 L に変換するために適用される。 

製品 1 個当たりの品質損失 L は，田口の損失関数を用いて推定される。 𝐿 = 𝑘𝜎ଶ = 𝑘𝑉் = 𝐴
Δଶ 𝑉்  ······· (28) 

ここで，Δ は設計パラメータの許容限界値，A は設計パラメータの値の誤差が許容限界値を超えた場合の

製品 1 個当たりの損失である。製品 1 個当たりの品質損失 L は，コストと同じ貨幣尺度での製品の品質レ

ベルを表す。品質損失は，出力にばらつきをもつ製品によって生じる市場での損失を表す。品質損失 L が

大きい場合，設計された製品の品質は低い。 

製品の品質レベルを維持するための製品 1 個当たりのコストが C である場合，製品 1 個当たりの総損失

L T は，次のように推定される。 𝐿୘ = 𝐿 + 𝐶  ······· (29) 

コスト C は，例えば，部品又は構成要素を購入するコスト，及び製造プロセスを許容差の範囲内に維持す

るコストなどを含む。例えば，製造プロセスの許容差変更によって部品又は構成要素をアップグレードす

る場合，アップグレードされた部品又は構成要素の製品 1 個当たりのコストはコスト C に含まれる。 
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総合改善利得 G は，次のように推定することが可能である。 𝐺 = 𝐿TP − 𝐿TN = (𝐿P + 𝐶P) − (𝐿୒ + 𝐶୒) = (𝐿୔ − 𝐿୒) + (𝐶୔ − 𝐶୒)= Δ𝐿 + Δ𝐶  ······· (30) 

ここで，添字 P 及び N を付した L は，それぞれ現行条件での総損失，新条件での総損失を表し，ΔL 及び

ΔC は，それぞれ品質の改善，コストでの改善を表す。 

改善コスト ΔC がゼロの場合，品質の改善は，次のように，現在の損失 LTP と新条件での損失 LTN との差

ΔL として，簡単に推定可能である。 𝐺 = Δ𝐿 = 𝐿TP − 𝐿TN = 𝑘𝑉TP − 𝑘𝑉TN = 𝑘(𝑉TP − 𝑉TN)  ····· (31) 

品質の改善が改善コストを上回る，すなわち G>0 の場合，許容差の変更はコスト的に有利となるので，

新しい許容差を採用可能である。 

改善コストが品質の改善を上回る，すなわち G≤0 の場合，新しい許容差を採用できず，他の許容差を検

討することが望ましい。 

これらは，RTD を適用して行われる決定である。他にも制約がある場合，正当な検討の後に，適切な決

定を行うことが可能である。 

5 RTD ケーススタディ(1)－理論式を使用した回路の安定化 

5.1 実験 

5.1.1 目的 

対象製品は，図 2 に示す定電圧回路である。出力 Vout は抵抗 R2 の電圧であり，回路の要素に誤差があっ

ても一定であることが望ましい。目的は，Vout のばらつきを最小限に抑える最適な仕様を設定することに

よって，回路の安定化を図ることである。 

 

図 2－定電圧回路の構成 

回路の出力と，抵抗，電池などの要素の値との関係を表す理論式は，次のとおりである。 

𝑉୭୳୲ = 𝑅ଶ𝐼ଶ = 𝑅ଶ ቀ1 − 𝑅ଵ + 𝑅ଷ𝑅ଵ ቁ 𝐸ଵ + 𝐸ଶ𝑅ଶ(𝑅ଵ + 𝑅ଷ)𝑅ଵ + 𝑅ଷ   ······· (32) 
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このケーススタディは，理論式を用いた RTD の一例である。 

5.1.2 データ収集及び分散分析のための実験計画 

RTD の適用に先立って，ロバストネスを向上させるために RPD を適用する。表 6 は，RPD を適用する

前の設計パラメータの値（現行値）及び RPD によって決定した最適値を示す。RPD によって決定した最

適値を，回路内の素子の公称値として使用する。 

表 6－RPD 適用の結果 

設計 

パラメータ 
現行条件値 最適条件値 

B：R1 (Ω) 150 350 

C：R2 (Ω) 70 15 

D：R3( Ω) 210 160 

E：E1 (V) 5 3 

F：E2 (V) 15 19 

RTD のための実験因子は，RPD のそれと同様の設計パラメータから取り出される。RTD のための因子

の水準は，表 7 に示すように，公称値の前後に設定される。第 2 水準は，RPD 最適条件に従って，公称値

m に設定される。第 1 水準及び第 3 水準は，誤差が生じている設計パラメータの値，すなわち公称値から

離れた値に設定される。誤差の標準偏差は σ = m/30 と設定されると仮定する。因子の水準幅 d は𝑑 = ටଷଶ 𝜎 

に設定される。表 7 に示す値は，5 桁に丸めた計算結果であるが，これ以降の計算は全ての桁を使用して

行う。 

表 7－RTD のための因子の水準 

水準 B：R1(Ω) C：R2(Ω) D：R3(Ω) E：E1(V) F：E2(V) 

1 335.71 14.388 153.47 2.877 5 18.224 

2 350.00 15.000 160.00 3.000 0 19.000 

3 364.29 15.612 166.53 3.122 5 19.776 

注記 数値は 5 桁に丸められている。 

全ての因子は 3 水準の因子であり，表 8 に示すように，直交表 L18,の第 2 列から第 6 列までに割り付け

られる。それらは別の直交表に割り付けることも可能であるが，簡略化のために直交表 L18 を使用する。

因子を割り付けていない列は誤差列であり，誤差の自由度を増やすことで実験誤差は信頼性高く推定可能

である。 

データは，因子の水準の指定された組合せについて計算される。表 8 は，理論式(32)を用いて計算され

た RPD 最適条件でのデータを示す。表 8 は，また，RPD 最適条件との比較のために，現行値を用いた現

行条件でのデータも併せて示す。 

表 8－L 18 への因子の割り付け及び回路のデータ 

列 1 2 3 4 5 6 7 8 データ(V) 
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No. e B C D E F e e 現行条件 最適条件 

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1.421 1.395 

2 1 1 2 2 2 2 2 2 1.411 1.447 

3 1 1 3 3 3 3 3 3 1.396 1.499 

4 1 2 1 1 2 2 3 3 1.551 1.461 

5 1 2 2 2 3 3 1 1 1.542 1.513 

6 1 2 3 3 1 1 2 2 1.356 1.388 

7 1 3 1 2 1 3 2 3 1.674 1.474 

8 1 3 2 3 2 1 3 1 1.338 1.342 

9 1 3 3 1 3 2 1 2 1.639 1.572 

10 2 1 1 3 3 2 2 1 1.228 1.335 

11 2 1 2 1 1 3 3 2 1.686 1.579 

12 2 1 3 2 2 1 1 3 1.327 1.432 

13 2 2 1 2 3 1 3 2 1.285 1.335 

14 2 2 2 3 1 2 1 3 1.436 1.402 

15 2 2 3 1 2 3 2 1 1.742 1.638 

16 2 3 1 3 2 3 1 2 1.523 1.412 

17 2 3 2 1 3 1 2 3 1.485 1.451 

18 2 3 3 2 1 2 3 1 1.635 1.518 

注記 データ数値は 4 桁に丸められている。 

分散分析の計算は，RPD 最適条件でのデータに対して行う。 

表 9 は，全ての列の効果を示す。表 9 は，誤差列である第 1 列，第 7 列及び第 8 列の効果が誤差項の効

果と同程度であり，直交表の割り付けが成功裏に適用されたことを示す。 

表 9－RPD 最適条件での分散分析表 

要因 f SS V 

(列1) 1 0.000 009 0.000 009 

Bl 1 0.000 552 0.000 552 

Bq 1 0.000 011 0.000 011 

Cl 1 0.033 531 0.033 531 

Cq 1 0.000 003 0.000 003 

Dl 1 0.043 011 0.043 011 

Dq 1 0.000 033 0.000 033 

El 1 0.000 207 0.000 207 

Eq 1 0.000 001 0.000 001 



17 
Z 9062：0000 (ISO 16337：2021) 

著作権法により無断での複製、転載等は禁止されております。 

Fl 1 0.049 683 0.049 683 

Fq 1 0.000 002 0.000 002 

(列7)l 1 0.000 005 0.000 005 

(列7)q 1 0.000 001 0.000 001 

(列8)l 1 0.000 041 0.000 041 

(列8)q 1 0.000 002 0.000 002 

e 2 0.000 034 0.000 017 

T 17 0.127 126 — 

注記 数値は，適切な桁数に丸められている。 

要因効果の分散が誤差分散よりも小さいか，同程度である場合，その効果は誤差項にプールされる。こ

の事例の場合，因子 B から因子 F の線形効果の分散は全て，誤差分散よりも大きいので，誤差項にプール

されない。全ての因子の 2 次項は，対応する線形項と比較して小さく，誤差項と同程度であるため，誤差

項にプールされる。誤差列である第 1 列，第 7 列及び第 8 列の効果も誤差項にプールされる。 
プール後の整理した分散分析表を表10に示す。表には，それぞれの要因の純変動S'及び寄与率ρが示され

ている。 

表 10－RPD 最適条件でのプール後の分散分析表 

要因 f SS V S' ρ 

Bl 1 0.000 552 0.000 552 0.000 540 0.42 

Cl 1 0.033 531 0.033 531 0.033 520 26.37 

Dl 1 0.043 011 0.043 011 0.042 999 33.82 

El 1 0.000 207 0.000 207 0.000 195 0.15 

Fl 1 0.049 683 0.049 683 0.049 671 39.07 

e 12 0.000 142 0.000 012 0.000 201 0.16 

T 17 0.127 126 0.007 478 — 100.00 

注記 数値は，適切な桁数に丸められている。 

例えば，因子 B の線形効果の純変動𝑆஻௟ᇱ 及び寄与率𝜌஻ℓは，次のように計算される。 𝜌୆௟ = 𝑆ᇱ୆௟𝑆୘ × 100 = 𝑆୆௟ − 𝑓୆௟ × 𝑉𝑆୘ × 100(%) = 0.000 552 − 1 × 0.000 0120.127 126 × 100 = 0.000 5400.127 126 × 100 
 =0.42(%) 

 ······· (33) 

他の因子 C から F の寄与率も同様に計算される。 

誤差項の寄与率は次のように計算される。 
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𝜌ୣ = 𝑆ᇱୣ𝑆୘ × 100 = 𝑓୘ × 𝑉𝑆୘ × 100 = 17 × 0.000 0120.127126 × 100(%) = 0.000 2010.127 126 × 100 
 =0.16(%) 

 

 ······· (34) 

比較のために，現行条件でのデータについても分散分析の計算を行う。表 11 は，最終的に得られたプー

ル後の分散分析表を示す。 

表 11－現行条件でのプール後の分散分析表 

要因  f SS V S' ρ 

Bl 1 0.056 630 0.056 630 0.056 595 14.64 

Cl 1 0.014 296 0.014 296 0.014 261 3.69 

Dl 1 0.129 569 0.129 569 0.129 534 33.51 

El 1 0.033 357 0.033 357 0.033 322 8.62 

Fl 1 0.152 300 0.152 300 0.152 266 39.39 

e 12 0.000 416 0.000 035 0.000 589 0.15 

T 17 0.386 567 0.022 739 — 100.00 

注記 数値は，適切な桁数に丸められている。 

RPD 最適条件での総分散は 0.007 478（表 10）であり，現行条件での総分散 0.022 739（表 11）よりはる

かに小さい。これは，出力の標準偏差が，RPD 最適条件では 0.086 V，現行条件では 0.151 V であることを

意味している。したがって，RPD は，出力の標準偏差を現行条件と比べて 40 %以上減少させた。このこと

は，RTD に先立って RPD を適用する利点を実証している。RPD は，公称値を選択することによって，コ

ストを上げずに小さい全体のばらつきを達成している。 

表 10 に示すように，寄与率の大きい因子は C，D 及び F の因子であり，寄与率の小さい因子は B 及び

E の因子である。次のステップで，許容差を変更する場合の効果を検討する 

5.2 許容差の決定 

RPD 最適条件でのプール後の分散分析表を表 10 に示す。RPD 最適条件の結果が十分でない場合，目標

とするばらつきを達成するために RTD を適用する。例えば，目標とする標準偏差が 0.050 V の場合，RPD
最適条件は十分ではなく，目標とする標準偏差を達成する目的のために RTD を適用して許容差を小さく

する。 

RPD 最適条件での結果が出力の総分散に関して十分な場合，製造コスト削減の可能性を検討するために

RTD を適用する。例えば，目標とする標準偏差が 0.090 V の場合，RPD 最適条件は十分であるが，製造コ

ストを削減する目的のために RTD を適用して許容差を広げる。 

三つのケースで，品質を改善する及び／又はコストを削減するために，許容差の決定を検討する。 

ケース 1：品質を改善する目的で，因子 C，D 及び F の許容限界値を半分にする，すなわち λ=1/2 とす

る。 
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新しい総分散は次のように計算される。 𝑉୘୒= ቂ1 + ൫𝜆େଶ − 1൯ 𝜌େ௟100 + ൫𝜆ୈଶ − 1൯ 𝜌ୈ௟100 + ൫𝜆୊ଶ − 1൯ 𝜌୊௟100ቃ ×𝑉୘୔ =𝜌୘×𝑉୘୔ = ൤1 + ቀ(ଵଶ)ଶ − 1ቁ 26.37100 + ቀ(ଵଶ)ଶ − 1ቁ 33.82100 + ቀ(ଵଶ)ଶ − 1ቁ 39.07100 ൨ ×0.007 478 = 25.55100 ×0.007 478 
 =0.001 911 
 =(0.044)ଶ 

 ······· (35) 

ケース 2：コストを削減する目的で，因子 B 及び E の許容限界値を 2 倍にする，すなわち，λ=2 とする。 

新しい総分散は次のように計算される。 𝑉୘୒= ቂ1 + ൫𝜆୆ଶ − 1൯ 𝜌୆௟100 + ൫𝜆୉ଶ − 1൯ 𝜌୉௟100ቃ ×𝑉୘୔ =𝜌୘×𝑉୘୔ = ൤1 + (2ଶ − 1) 0.42100 + (2ଶ − 1) 0.15100 ൨ ×0.007 478 = 101.74100 ×0.007 478 
 =0.007 608 
 =(0.087)ଶ 

 

 ······· (36) 

ケース 3：品質を改善し，コストを削減する目的で，ケース 1 及びケース 2 で行う変更を同時に適用す

る。 

新しい総分散は次のように計算される。 𝑉୘୒=𝜌T×𝑉TP = ቂ1 + (𝜆େଶ − 1) 𝜌େ௟100 + (𝜆ୈଶ − 1) 𝜌ୈ௟100 + (𝜆୊ଶ − 1) 𝜌୊௟100 + (𝜆୆ଶ − 1) 𝜌୆௟100+ (𝜆୉ଶ − 1) 𝜌୉௟100ቃ ×𝑉୘୔ = ൤1 + ቀ(ଵଶ)ଶ − 1ቁ 26.37100 + ቀ(ଵଶ)ଶ − 1ቁ 33.82100 + ቀ(ଵଶ)ଶ − 1ቁ 39.07100 + (2ଶ − 1) 0.42100+ (2ଶ − 1) 0.15100 ൨ ×0.007 478 = 27.29100 ×0.007 478 
 =0.002 041 
 =(0.045)ଶ 

 

 ····· (37) 

三つのケースの新しい総分散及び標準偏差を表 12 にまとめる。 

表 12－ケース 1，2 及び 3 の新しい総分散 V T 及び標準偏差 σT 

  RPD最適条件 ケース1 ケース2 ケース3 

ρT  (%) 100.00 25.55 101.74 27.29 

VT (V2) 0.007 478 0.001 911 0.007 608 0.002 041 

σT (V) 0.086 0.044 0.087 0.045 

注記 数値は，適切な桁数に丸められている。 
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コストに関する情報がないため，ここでは品質の改善だけを論じる。これらの結果は，RTD を用いるこ

とは，回路の出力のばらつきを低減することができ，回路の技術的品質の改善を達成できることを示して

いる。 

ケース 1 では，出力の標準偏差は 0.044 V であり，これは目標とするばらつき 0.050 V より小さい。品質

の改善につながる。 

ケース 2 では，出力の標準偏差は 0.087 V であり，RPD 最適条件の場合とほぼ同じである。設計パラメ

ータ B 及び E の許容差が RPD 実験で想定した許容差の 2 倍の場合であっても，出力の総分散の増加はそ

れほど大きくはない。このことはコスト削減につながる可能性がある。 

ケース 3 では，出力の標準偏差は 0.045 V であり，ケース 1 の場合より僅かに大きいが，目標とするば

らつき 0.050 V より小さい。ばらつきとコストの両方を改善できる可能性があることを示している。 

6 RTD ケーススタディ(2)－シミュレーション実験によるピストンの安定化 

6.1 実験 

6.1.1 目的 

小型直噴ディーゼルエンジンを搭載した乗用車の需要は，熱効率が高く，二酸化炭素の排出量が少ない

ため，増加している。ピストン性能の耐久性を向上させるためには，ピストンリップの温度を安定させ，

下げることが不可欠である。目的は，ピストンリップの温度のばらつきを小さくすることによってピスト

ンの信頼性を向上させるために，最適許容差を設定し，そのことによって，目標とする分散を効率的に達

成することである。 

6.1.2 データ収集及び分散分析のための実験計画 

RPD を適用して，ロバストネスを改善するために設計パラメータの最適な公称値を決定した後，RTD を

適用して，ピストンリップの設計パラメータの最適許容差を決定する[5]。RPD 最適条件を表 13 に示す。

第 2 水準は現行の水準を表す。 

表 13－ピストンリップの RPD 最適条件 

因子 

(設計パラメータ) 
RPD最適条件 RPDでの水準 

A 冷却空洞の幅 Std. 2 

B ピストン頂面からの冷却空洞の距離 Down  1 

C ピストン中心からの冷却空洞の距離 Down 1 

D 燃焼室裏面の肉厚 Std.  2 

E 燃焼室裏面のすみ肉R More up 1 

F ピストン頂面からのリング溝の距離 Down  1 

G 冷却油温度 Down  1 
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H シリンダ壁温度 Down  1 

表 13 に示す因子は，RPD では制御因子である。RPD 実験は，ロバストネスの観点から因子の最適水準

の組合せとして RPD 最適条件を特定し，最適水準の値を公称値に設定した。因子 A～F は図 3 a)に示すよ

うに寸法の設計パラメータであり，因子 G 及び H はエンジン内の制御装置で設定されるピストンリップ

の温度である。冷却油は冷却空洞を通過し，ピストンリップの温度を制御する。ピストンリップの温度は，

FEM（有限要素法）熱解析用 CAE ソフトウェアを用いて，図 3 b)に示すモデルで計算される。 

  

a) ピストンリップでの因子 b) FEM解析モデル 
記号説明 
1 ：冷却空洞 

図 3－対象製品：ピストンリップ 

RTD における実験因子は RPD におけるものと同じ設計パラメータである。しかし，RTD における設計

パラメータは，制御因子ではなくノイズ因子として扱われる。なぜならば，製造プロセスの中で，その誤

差は制御できないためである。RTD は，実験因子の要因効果の分散を推定するために適用される。表 14 は

RTD の実験因子及びその水準を示す。3 水準の因子について，第 2 水準の値は m である。ここで，m は，

RPD 最適条件として特定された公称値である。水準幅 d は，現行条件における標準偏差 σ に基づいて設定

される。 

表 14－RTD の実験因子 

因子 
RPDによ

るm 
第1水準 第2水準 第3水準 

A 冷却空洞の幅 Std. m A - d A m A + d A — 

B ピストン頂面からの冷却空洞の距離 Down m B - d B m B m B+ d B 

C ピストン中心からの冷却空洞の距離 Down m C - d C m C m C+ d C 

D 燃焼室裏面の肉厚 Std. m D - d D m D m D+ d D 

E 燃焼室裏面のすみ肉R   More up m E - d E m E m E+ d E 

F ピストン頂面からのリング溝の距離 Down m F - d F m F m F+ d F 

G 冷却油温度 Down m G - d G m G m G+ d G 

H シリンダ壁温度 Down m H - d H m H m H+ d H 

RTD の場合も，RPD と同じで，製品出力はピストンリップの温度である。これは，FEM 熱解析用 CAE
ソフトウェアを用いたシミュレーション実験の中で計算される。現行のピストン設計に対する実際の実験

データの結果に基づいた境界条件を用いて FEM 熱解析を行う。因子は，直交表 L18 に割り付ける。ピス
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トンリップの温度は，L18 を用いて決定した条件の下で FEM 熱解析によって計算される。表 15 は，因子の

割り付け及び FEM 熱解析結果を示す。 

表 15－L 18 への因子の割り付け及び FEM 熱解析によって計算された出力のデータ 

列 

No. 

1 2 3 4 5 6 7 8 データ 

(℃) 
A B C D E F G H 

1 1 1 1 1 1 1 1 1 292.090 

2 1 1 2 2 2 2 2 2 294.435 

3 1 1 3 3 3 3 3 3 296.931 

4 1 2 1 1 2 2 3 3 298.361 

5 1 2 2 2 3 3 1 1 294.042 

6 1 2 3 3 1 1 2 2 293.420 

7 1 3 1 2 1 3 2 3 298.816 

8 1 3 2 3 2 1 3 1 294.672 

9 1 3 3 1 3 2 1 2 294.553 

10 2 1 1 3 3 2 2 1 293.125 

11 2 1 2 1 1 3 3 2 295.432 

12 2 1 3 2 2 1 1 3 291.883 

13 2 2 1 2 3 1 3 2 295.097 

14 2 2 2 3 1 2 1 3 294.217 

15 2 2 3 1 2 3 2 1 293.474 

16 2 3 1 3 2 3 1 2 295.602 

17 2 3 2 1 3 1 2 3 295.294 

18 2 3 3 2 1 2 3 1 294.183 

注記 数値は，適切な桁数に丸められている。 

表 15 の温度データについて分散分析の計算が行われ，各因子の線形効果が計算される。さらに，各要因

効果の純変動及び寄与率も計算される。表 16 に，純変動及び寄与率を含むプール後の分散分析表を示す。

因子の 2 次項は全て，対応する線形項と比較して小さく，誤差項と同程度であるので，それらは全て誤差

項にプールされる。 

表 16－ピストンリップ温度のプール後の分散分析表 

要因 f SS V S' ρ 

A 1 4.513 0 4.513 0 4.503 5 7.70 

Bl 1 7.090 2 7.090 2 7.080 7 12.10 

Cl 1 6.230 9 6.230 9 6.221 4 10.63 

Dl 1 0.127 5 0.127 5 0.118 1 0.20 

El 1 0.065 1 0.065 1 0.055 7 0.10 
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Fl 1 11.684 1 11.684 1 11.674 6 19.95 

Gl 1 12.585 0 12.585 0 12.575 5 21.49 

Hl 1 16.137 9 16.137 9 16.128 5 27.56 

e 9 0.085 2 0.009 5 0.160 9 0.27 

T 17 58.518 9 3.442 3 — 100.00 

注記 数値は，適切な桁数に丸められている。 

例えば，因子 B の線形効果の寄与率 ρBl は次のように計算される。 𝜌୆௟ = 𝑆ᇱ୆௟𝑆୘ × 100 = 𝑆୆௟ − 𝑓୆௟ × 𝑉𝑆୘ × 100(%) = 7.090 2 − 1 × 0.009 558.518 9 × 100 = 7.080 758.518 9 × 100 
 =12.10(%) 

 ····· (38) 

他因子の寄与率も同様に計算される。 

誤差項の寄与率は次のように計算される。 𝜌ୣ = 𝑆ᇱୣ𝑆୘ × 100 = 17 × 0.009 558.518 9 × 100(%) =0.27(%) 
 ····· (39) 

注記 対応国際規格の式(38)及び式(39)には誤りがある。 

表 16 は，因子 G 及び H の線形効果の寄与率が高いのに対し，因子 D 及び E の線形効果の寄与率は低い

ことを示している。次のステップで，許容差の変更の効果を検討する。 

6.2 許容差の決定 

表 16 に示した結果を基に，ピストンリップの品質を改善する，及び／又はコストを削減するための許容

差の決定について三つのケースを検討する。 

ケース 1：品質を改善するために，因子 G 及び H の許容限界値を現行許容限界値の半分に低減して，出

力である温度の総分散を小さくする(λ = 1/2)。 

ケース 2：コストを削減するために，因子 D 及び E の許容限界値を現行許容限界値の 2 倍に大きくする

(λ =2)。 

ケース 3：品質の改善及びコストの削減のため，ケース 1 及びケース 2 で行われた変更を同時に適用す

る。 

新しい分散は，次のように計算される。 

ケース 1 の場合： 
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𝑉୘୒ଵ= ቂ1 + ൫𝜆ୋଶ − 1൯ 𝜌ୋ௟100 + ൫𝜆ୌଶ − 1൯ 𝜌ୌ௟100ቃ ×𝑉୘େ = ൤1 + ቀ(ଵଶ)ଶ − 1ቁ 21.49100 + ቀ(ଵଶ)ଶ − 1ቁ 27.56100 ൨ ×3.442 3 = 63.21100 ×3.442 3 
 =2.175 9 
 =(1.48)ଶ 

 ·· (40) 

ケース 2 の場合： 𝑉୘୒ଶ= ቂ1 + ൫𝜆ୈଶ − 1൯ 𝜌ୈ௟100 + ൫𝜆୉ଶ − 1൯ 𝜌୉௟100ቃ ×𝑉୘େ = ൤1 + (2ଶ − 1) 0.20100 + (2ଶ − 1) 0.10100 ൨ ×3.442 3 = 100.89100 ×3.442 3 
 =3.472 9 
 =(1.86)ଶ 
 

 ·· (41) 

ケース 3 の場合： 𝑉୘୒ଷ= ቂ1 + (𝜆ୈଶ − 1) 𝜌ୈ௟100 + (𝜆୉ଶ − 1) 𝜌୉௟100 + (𝜆ୋଶ − 1) 𝜌ୋ௟100 + (𝜆ୌଶ − 1) 𝜌ୌ௟100ቃ ×𝑉୘େ = ൤1 + (2ଶ − 1) 0.20100 + (2ଶ − 1) 0.10100 + ቀ(ଵଶ)ଶ − 1ቁ 21.49100 + ቀ(ଵଶ)ଶ − 1ቁ 27.56100 ൨ ×3.442 3 = 64.10100 ×3.442 3 
 =2.206 6 
 =(1.49)ଶ 

 

 ·· (42) 

注記 対応国際規格の式(42)には誤りがある。 

表 17 は，三つのケースについて，計算された新しい総分散を示す。 

表 17－新しい分散の計算の要約 

因子の 

効果 

寄与率ρ 

RPD最適条

件 
ケース1 ケース2 ケース3 

A 7.70 7.70 7.70 7.70 

Bl 12.10 12.10 12.10 12.10 

Cl 10.63 10.63 10.63 10.63 

Dl 0.20 0.20 0.81 0.81 

El 0.10 0.10 0.38 0.38 

Fl 19.95 19.95 19.95 19.95 

Gl 21.49 5.37 21.49 5.37 

Hl 27.56 6.89 27.56 6.89 

e 0.27 0.27 0.27 0.27 

T 100.00 63.21 100.89 64.10 
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VTN (℃)2 3.44 2.18 3.47 2.21 

σ (℃) 1.86 1.48 1.86 1.49 

注記 数値は，適切な桁数に丸められている。 

 

設計パラメータの許容差を変更する場合の潜在的な影響及びコストは次のとおり検討される。損失関数𝐿 = 𝑘𝜎ଶについて，次のパラメータを仮定する。 

a) ピストンリップの年間生産数 N：35 000 個 

b) 損失関数の係数 k：𝑘 = ஺బ௱బమ = 3.35 

注記 対応国際規格の b)の式には誤りがある。 

ここで，𝛥଴は温度に関する機能上の限界値を示し，A 0 は温度がその限界値を超えた場合の製品 1 個当た

りの損失を示す。 

ケース 1：設計パラメータの因子 G 及び H の許容差を小さくすることで，出力温度の総分散を小さくす

ることが可能である。しかし，因子 G 及び H の許容差を小さくするためには，冷却油及びシリンダ壁の温

度を厳しく制御することが望ましい。製造プロセスにおいて，ピストン内の温度制御システムに新たな装

置を追加することが望ましい。これに掛かるコストは年間 10 000 000 円と推定する。これは大きな投資で

ある。品質の改善をこのコストと比較する。 

ケース 1 の品質の改善の年間コスト：10 000 000 円 

ケース 1 の製品 1 個当たりの改善のコスト：C 1 (G,H)= 10 000 000/N= 285.71(円/個) 

ケース 2：設計パラメータ D 及び E に，より大きい許容差を採用することで，コスト削減が可能である。

これらのパラメータはシリンダの寸法であり，シリンダは金型による成形で形成される。シリンダの許容

差が大きいことは，シリンダの金型の許容差が大きくなり，金型の寿命が長くなることを意味する。した

がって，金型のコストを削減することが可能である。その結果，金型置換による削減額を年間 1 000 000 円
と推定する。この変更によるコストの削減を品質の改善効果と比較する。 

ケース 2 の品質の改善の年間コスト：1 000 000 円 

ケース 2 の製品 1 個当たりの改善のコスト：C 2(D,E)= -1 000 000/N = -28.57(円/個) 

表 17 におけるそれぞれのケースの品質損失及び総損失は，次のように計算される。 

RPD 最適条件の場合： 

 

製品 1 個当たりの総損失： 

RPD を用いた改善のコスト C はゼロである。 𝐿୘୔(RPD) = 𝐿(RPD) + 𝐶 =kVTP + 0 =3.35×3.44 =11.52（円/個） 

 ····· (43) 
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a) ケース 1 の場合 

製品 1 個当たりの品質損失： L(ケース 1)=kVTN1 =3.35×2.18 =7.30（円/個） 
 ····· (44) 

製品 1 個当たりの総損失： 𝐿୘୒൫ケース 1൯ = 𝐿൫ケース 1൯ + 𝐶ଵ(G, H) =293.02（円/個） 
 ····· (45) 

総合改善利得 G： G(ケース 1)=𝐿୘୔(RPD) − 𝐿୘୒(ケース 1) =－281.49（円/個） 
 
 ····· (46) 

b) ケース 2 の場合 

製品 1 個当たりの品質損失： L(ケース 2)=kVTN2 =3.35×3.47 =11.62（円/個） 
 ····· (47) 

製品 1 個当たりの総損失： 𝐿୘୒൫ケース 2൯ = 𝐿൫ケース 2൯ + 𝐶ଶ(D, E) =－16.95（円/個） 
 ····· (48) 

総合改善利得 G： G(ケース 2)=𝐿୘୔(RPD) − 𝐿୘୒(ケース 2) =28.47（円/個） 
 ····· (49) 

c) ケース 3 の場合 

製品 1 個当たりの品質損失： L(ケース 3)=kVTN3 =3.35×2.21 =7.40（円/個） 
 ····· (50) 

製品 1 個当たりの総損失： 𝐿୘୒൫ケース 3൯ = 𝐿൫ケース 3൯ + 𝐶ଵ(G, H) + 𝐶ଶ(D, E) =264.55（円/個） 
 ····· (51) 

総合改善利得 G： 𝐺൫ケース 3൯ = 𝐿୘୔(RPD) − 𝐿୘୒൫ケース 3൯ =－253.02（円/個） 
 ····· (52) 

RTD の計算結果を表 18 に要約する。 

表 18－RTD の計算結果 

条件 
標準偏差 

σout 

総分散 

VT 

品質レベル 

L 

改善コスト 

C 

総損失 

LT 

総利得 

G 
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(単位) ℃ (℃)2 円 円 円 円 

現行条件 2.33 5.43 18.19 0.00 18.19 −6.67 

RPD最適条件 1.86 3.44 11.52 0.00 11.52 0 (ベース) 

ケース1(G,H) 1.48 2.18 7.30 285.71 293.02 −281.49 

ケース2(D,E) 1.86 3.47 11.62 −28.57 −16.95 28.47 

ケース3(D,E,G,H) 1.49 2.21 7.40 257.14 264.55 −253.02 

注記 数値は，適切な桁数に丸められている。 

表 18 の総損失 LT は，品質損失と改善コストとの和を示している。それは損失を表しており，小さいほ

ど優れている。総利得 G は，各ケースの損失と RPD 最適条件での損失との差，すなわち RPD 最適条件か

らの RTD による改善の大きさを示している。総利得は，大きいほど優れている。表 18 は，ケース 2 の総

利得は正であり，他の二つのケースよりも大きいので，ケース 2 の改善が効果的かつ効率的であることを

示している。 

ケース 2：RTD は，因子 D 及び E の許容差を大きくすることでコストを下げる。これらの許容差を大き

くすることは効果的である。なぜならば，そうすることは，品質損失の増加に比べてコストを大幅に下げ

ることができており，総分散を僅かに上げるだけだからである。ケース 2 の改善は，総利得の観点，すな

わち品質の改善効果と許容差の変更コストとの和の観点から，採用可能である。 

ケース 1：RTD は，許容差を小さくすることによって，製品の品質すなわち製品の総分散を改善させる。

しかし，設計パラメータ G 及び H の許容差を小さくすることは効果的ではない。なぜならば，そうするこ

とは，総分散の大きさを縮小させるが，許容差を小さく保つための製造コストは高くなる。ケース 1 の改

善は，総利得，すなわち品質の改善と許容差変更のコストの合計という観点からは採用不可能である。 

ケース 3：ケース 3 では，品質の改善及びコストの改善の両方が適用される。品質の改善コストは品質

の改善効果よりはるかに大きいので，ケース 3 は採用不可能である。改善を達成するための他の方法があ

り得る。 

RTD に先立ち，ピストンリップの設計に RPD を適用している。RPD は，製造コストを増加させること

なく，製品のロバストネス，すなわち，温度の総分散を改善することによって，品質を向上させる。RPD
最適条件は，RTD による改善の基準である。RPD を適用しない場合，RTD による品質改善は効果が少な

い。したがって，RTD の前に RPD を適用することが重要である。 
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